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いて，2016年12月に台北で行った現地調査を
もとに，2回に分けて報告する。初回は①の
公共放送の充実について取り上げ，構成は以
下のとおりとする。

Ⅰ　台湾のメディアの歴史

Ⅱ　蔡英文政権のメディア政策①
      公共放送の充実

Ⅱ-1　台湾の公共放送の歴史と現状
Ⅱ-2　新政権の公共放送政策
Ⅱ-3　公共テレビの新しい経営陣
Ⅱ-4　公共放送拡大に対する各界の意見

Ⅲ　まとめ
　

──はじめに

台湾では2016年 5月，政権交代によってそ
れまでの国民党に代わり，民進党の蔡英文政
権が発足した。新政権のメディア政策の重点
とされているのは，①公共放送の充実，②財
閥のメディア支配排除，の2点である。こう
した政策の背後にある基本的な理念は，「メ
ディアの公共性」を重視することであり，こ
れまでイデオロギー対立や過度な商業主義の
弊害が目立った台湾のメディア環境に一石を
投じるものとして注目されている。本稿では，
新政権のメディア政策の進捗状況と課題につ

台湾で2016年5月に成立した新政権は，メディアの公共性を重視した改革に取り組んでいる。その重点は①公
共放送の充実，②財閥のメディア支配排除，の2点だが，本稿ではこのうちまず①を取り上げる。行政院（内閣）
が候補者をリストアップする公共テレビの理事人事を見ると，「メディア研究者」と「女性」の登用が目立ち，理事長
も女性である。新任理事長は歴史ドラマの制作や商業局への番組販売など，新しい取り組みに意欲を見せている
ほか，自ら経済界や文化界に公共テレビへの寄付を呼びかけるなど，収入増加のための活動にも力を入れている。
また，所轄官庁の文化部では，公共テレビを中心に中華テレビや客家チャンネル，国際放送の宏観チャンネルで構
成される公共放送グループの構成員拡大も視野に，公共テレビ法改正への取り組みを進めている。こうした新政権
の政策に対し，与党の民進党や与党に近い時代力量の関係者はまずまず肯定的だが，商業局が公共放送の規模拡
大に反対の立場であるほか，野党国民党やメディア研究者の一部も公共放送は「小さくて美しい」状態がベストとの
見方を示しており，公共放送の充実が幅広いコンセンサスを得たとまでは言えないのも事実である。今後は，公共
放送グループの構成をどうするか，公共テレビに対する年間9 億元（約32億円）の政府交付金をどこまで増やせる
かが議論の焦点となるが，蔡英文政権は現在，年金改革や同性婚の合法化といった，台湾における関心度の高い
懸案をいくつも抱えており，公共テレビ法改正案がいつ立法院（国会）に提出されて議論されるのか，見通しが立っ
ていないことが最大の問題と思われる。

「メディアの公共性」を重視する
台湾新政権のメディア政策（上）
～公共放送の充実～

メディア研究部　山田賢一　
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Ⅰ　台湾のメディアの歴史

台湾では，1945年の終戦で日本による植民
地統治が終了した後，蔣介石政権の軍隊が進
駐し，長期にわたって国民党の一党支配によ
る事実上の独裁体制が続いた。こうした体制
下では言論・報道の自由が制限され，当局の
意向に忠実なメディアのみが認められていた。
新聞は，1950年に創刊された中国時報と1951
年に創刊された聯合報という，国民党系の2
大紙が市場を支配した。またテレビは，1962
年に台湾テレビ（台視），1969年に中国テレ
ビ（中視），1971年に中華テレビ（華視）がそ
れぞれ地上放送を始めたが，いずれも国民党
系の商業局で，この3局による寡占体制が長
期間維持された。

こうした状況に変化が起きたのは民主化
が始まる1980 年代後半で，まず1988年に新
聞の新規発行が解禁となった。またテレビも
1980年代末から，正式な許可がないままケー
ブルテレビの普及が急速に進み，民主化を推
進する李登輝政権の下，当局は1993年にケー
ブルテレビ法を公布して，こうした現状を追
認した。これによって新聞・テレビとも多様
化が進んだが，新聞は国民党系と野党民進党
系に二分され，人々の政治に対する意見を両
極化させた。またテレビについては，政府が
ケーブルテレビ向け衛星チャンネルへの新規
参入を原則的に自由としたことから，2016年
11月現在，海外チャンネルも含めたチャンネ
ル数は300を超す 1）。人口 2,300万人あまりと
いう限られた広告市場の中で，各局は生き残
りのため制作コストを削減し，それに伴う番
組の質の低下が指摘されている。

台湾のメディア全体としては，事実上の独

裁体制から民主化に向かう過程で，言論・報
道の自由化と多様化自体は進んだのだが，新
聞においてはイデオロギーの二極対立化，テ
レビにおいては過剰な商業主義による番組の
質の低下が大きな問題になっていると言える。

Ⅱ　蔡英文政権のメディア政策①
　　公共放送の充実

　
台湾では2000年に民進党が総統（大統領）

選挙に勝利し，初の政権交代を実現したが，
当時は立法院（国会）の多数を国民党やそれ
に近い政党が占めていたため，民進党政権は
8年間続いたものの，これといった改革を実
行できなかった。その後，再び国民党政権が
8年続いたが，その対中接近政策に対する人々
の不満が高まり，2014年の「ひまわり学生運
動」2）を経て，2016年には総統・立法院の選
挙で民進党が大勝，初めて行政府と立法府の
双方を押さえる形となった。

同年 5月に発足した蔡英文政権は，これま
で包括的なメディア政策について文書などで
公表してはいないが，前政権との違いが比較
的明確に見えるものの1つが，公共放送に対
する考え方である。

Ⅱー1　台湾の公共放送の歴史と現状

台湾では，国民党による事実上の独裁時代
には，国民党の意向に忠実な商業局が3局の
み存在するという時代が長く続き，公共放送
の必要性が広く指摘されるようになったのは
民主化が進展した後のことである。学界やメ
ディアNGOなどによる運動を経て，1998年
に台湾で5番目の地上テレビ 3）として公共テ
レビ（公視）が設立され，放送を開始した。
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公共テレビに関する法的な根拠は，1997年
に制定された公共テレビ法 4）にある。そこで
は，財団法人の公共テレビ文化事業基金会の
理事会が公共テレビの運営にあたるとされ，
17～21人で構成する理事会メンバーの互選に
より選出された理事長（常勤）が中心になっ
て，執行部のトップとなる社長（中国語で総
経理）を選出する仕組みとなっている。当初
は地上放送 1チャンネルでスタートしたが，
デジタル化によって3チャンネルに拡大，公
共放送グループの一員である少数派住民向け
の客家チャンネルを含むと，現在 4チャンネ
ルの体制で放送を行っている。番組内容は
ニュース・文化・教育・ドラマなどで，商業
局と比べると娯楽番組は少なめである。

公共テレビ法 11条には，「公共テレビは国
民全体に属し，その経営は独立自主であって
干渉を受けない」と明記されており，これま
で20年近く，基本的に政治的中立性・公平性
を維持してきた。また各番組の質も評価され
ており，有識者が優秀な番組を選考して政府
が表彰している「金鐘奨」では，毎年多くの
番組が受賞して他局を圧倒，2016年にはドラ
マ番組賞に『一把青』，科学番組賞に『流言追
追追』が選ばれている 5）。

しかし公共テレビがこれまで政治的中立性
を守ってきたからといって，政治勢力からの
介入の動きがなかったというわけではない。
初代の理事長の呉豊山氏は，新聞記者出身で，
国民党・民進党の双方に豊富な人脈があり，
2期 6年間の任期中，国民党から民進党への
政権交代があったものの，政治介入の問題は
起きなかった。ところが呉氏の退任後，2007
年に民進党色の強い人物が公共テレビ社長に
起用されたのをきっかけに，公共テレビをめ

ぐる政治抗争が勃発した。国民党系が多数を
占める立法院は同年 12月，2008年度の公共
テレビへの政府交付金のうち半額にあたる4
億 5,000万元（約 16 億円）の執行を凍結した

（のちに解除）。翌 2008年に政権奪回を果た
した国民党は，この社長の解任に向けて理事
長に圧力をかけたが，理事長は応じなかった。
そこで国民党は公共テレビ法の改正によって
理事の定員をそれまでの「11～15人」から「17
～21人」に増員し，定数枠の最大限である21
人になるよう，国民党系の理事8人を増員した。
その上で理事会を開催し理事長の解任に踏み
切ったが，理事長が訴訟を起こす「徹底抗戦」
をしたことで，公共テレビを政治闘争の泥沼
に引きずり込んだ 6）。

実は公共テレビの理事選出にあたってはも
ともと，政治闘争の具とならないよう，国民
党系の「藍軍」と民進党系の「緑軍」7）の双方
が受け入れられる人材を選出する工夫がなさ
れていた。理事候補を審査する委員会を設け，
各党派が立法院での議席数に比例して推薦す
る計 15人の審査委員のうち，4分の3以上の
賛成を理事選出の条件としている。ところが
2008年の立法院選挙では，大勝した国民党が
4分の3以上の議席を確保したため，前年に
民進党色の強い社長が送り込まれたことへの

“報復”として，今度は国民党が自らに近い
理事を多数送り込んだのである。この問題は，
のちに民進党が補欠選挙で次々に勝利し，4
分の1以上の議席を確保したことで緩和され
ることになるが，2007年以降，公共テレビが，
主に役員人事の面で政治闘争の道具にされて
きたのは厳然たる事実である。

このように，2008年に政府交付金の半額の
執行を凍結されるという“政治介入”にあっ
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ても政治的独立を何とか守ってきた公共テレ
ビだが，現在の最大の問題はやはり「財源」で，
年間の政府交付金が 9億元（約 32億円）にと
どまり，寄付金などの収入も少ないことであ
る。これは台湾のテレビ放送が商業局によっ
て始められ，商業局による陣取りが一段落し
た後で公共テレビが設立されたことと関係が
ある。既存の市場シェアが奪われることを警
戒する商業局は，公共テレビの規模拡大には
反対で，その設立にあたっては，公共テレビ
法第 1条に「商業テレビの不足を補う」と明
記されている。つまり公共放送はあくまで商
業放送の「補完」的存在であって，「競争相手」
ではないという位置づけである。

しかし，公共テレビが1998年に開局した後，
短期間のうちに文化・教育などの分野を中心

に「高品質の番組」への評価が専門家の間で
定着した 8）。国民党よりも相対的に公共放送
を重視していた民進党が2000年に総統選挙で
勝利すると，メディア学者の間では公共放送
の拡大を求める声が高まり，2006年に政府系
商業局だった中華テレビが公共化され，それ
まで軍や行政院教育部が所有していた株式が
公共テレビ文化事業基金会に譲渡された。ま
た2007年には少数派住民向けの客家チャンネ
ルと原住民チャンネル，さらに国際放送の宏
観チャンネルを，公共テレビを中心とする公
共放送グループに編入した 9）。この時期はあ
る程度，公共放送拡大の取り組みが見られた
が，その後 2008年に国民党が政権の座に返
り咲くとそうした動きは止まり，逆に2014年
に原住民チャンネルが公共放送グループから
離脱したほか，宏観チャンネルにも離脱の動
きがあるなど，グループ運営は不安定化して
いるのが現状である（図）。

Ⅱー2　新政権の公共放送政策

民進党の蔡英文政権で公共放送政策の策定
にあたるのは文化部で，大臣に相当する文化
部長は鄭

ていれいくん

麗君氏である。彼女は台湾大学を卒
業後，パリに留学して哲学を専攻した人物で，
教育・文化の分野の専門性が高く，民進党比
例区選出の立法委員（国会議員）の2期目だっ
たが，入閣のため議員を辞職，内閣で最年少
の46歳の大臣となった。鄭氏は文化政策の一
環として，前政権より公共放送を重視する姿
勢を見せており，毎年公布される政府交付金
とは別に，公共テレビの4K放送推進などの
ために文化部の特別予算を計上している。文
化部が構想する公共放送政策について，映画・
テレビ・流行音楽発展局の王

おう

淑
しゅく

芳
ほう

局長に聞

図　公共放送グループの変遷
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いた。
王氏によると，民進党は

国民党よりも「多元」「自由」
といった価値を重視してお
り，鄭部長は公共放送グ
ループに大きな期待をして
いるという。例えばコスト

が高いため商業局には作れないような番組を
公共放送が制作することで，公共テレビ法に
書かれている「商業テレビの不足を補う」役
割を果たせるというわけである。王氏はこれ
について，テレビドラマを例に挙げて説明し
た。台湾でのテレビドラマ制作のコストは1
話 300万元（約 1,100万円）だが，中国は1,000
万元（約 3,600万円）かけている。すると俳優
やプロデューサーなどの人材が中国に流出し，
文化産業の振興に悪影響を与えるというのだ。
しかし公共テレビは利益を考えずに番組を作
れるメリットはあるものの，そもそも財源が
乏しいのが現実だ。王氏は公共テレビの財源
について，公共テレビ法の改正によって，現
在 9 億元となっている年間の政府交付金を少
し増やしたいと述べた。

ただ，公共テレビ法の改正には，そもそも
公共放送グループの構成をどうするかという，
公共テレビ法では規定されていない，グルー
プの全体計画の策定が欠かせない。現在，公
共放送グループの構成をめぐる議論はまさに
百人百様の状態で，グループ内の中華テレビ・
客家チャンネル・宏観チャンネルを分離すべ
きとの主張もあれば，いったん離脱した原住
民チャンネルをグループに復帰させるべきだ
との主張や，現在は官営であるラジオ国際放
送の中央ラジオをグループに取り込むべきと
の主張もあり，その構成によってグループの

規模もかなり変わってくるのである。王氏は
社会のさまざまな意見を聞いた上で公共放送
グループの全体計画を策定し，早ければ2017
年 7月の立法院に公共テレビ法改正案を提出
したいと述べた。

また，公共テレビがネットメディアに進出
することについて，王氏は「当然やるべきで
あり，応援している」と述べ，2017年から1
回15分程度のミニドラマを150話ほど公共テ
レビに作ってもらうとの計画を明らかにし，
スマホでの番組視聴といった，時代の流れに
合ったコンテンツの制作を支援する方針を示
した。そして王氏は，こうした態勢を整える
ため，「多元的」で「若返り」した公共テレビ
の理事会の運営に期待を表明した。

Ⅱー3　公共テレビの新しい経営陣

前述のように公共テレビの理事選出には，
立法院の各党派が議席に比例した人数の審査
委員を推薦し，計 15人の審査委員の4 分の
3以上の賛成で承認されるという高いハード
ルが設けられていることから，これまでは選
出作業が難航することもあった。今回は文化
部が野党側にも一定の配慮をしたことから，
2016年8月に行われた2回目の審査委員会会
議の投票の結果，合わせて18人の理事が確定
した。中でも注目されたのは，新規に選出さ
れた理事の中に，これまで「媒体改造学社」
というメディア環境の改善や公共放送の充実
を求めるNGOで活動してきた学者やメディ
ア関係者が複数いたことである。具体的には，
輔仁大学報道コミュニケーション学科の陳

ちん

順
じゅんこう 

孝副教授，元新聞記者で，優れた報道を表
彰する民間機構である卓越新聞奨基金会の邱

きゅう

家
か ぎ

宜事務局長，世新大学コミュニケーション

文化部
王 淑芳局長
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管理学科の羅
ら

慧
けいぶん

雯助理教授（副教授と助理教
授はいずれも日本の准教授に相当）らがそう
である。このほか，ネットメディアの女性編
集長も含まれている。

新しく発足した公共テレビの理事会は，そ
の後の会合で，互選による理事長選出を行っ
た。以前の民進党政権時代に文化建設委員会
主任委員（現在の文化部長）を務めたピアニ
ストの陳

ちん

郁
いく

秀
しゅう

氏と，邱家宜氏による2人の有
力な女性候補の争いとなり，陳氏が11票を獲
得して6票の邱氏を抑え，理事長に選出され
た。その後，社長にはドキュメンタリー制作
者の曹

そうぶんけつ

文傑氏が選ばれたが，曹氏も女性で，
公共テレビの新体制は女性パワーの台頭をま
ざまざと見せつけた。以下，新体制での主要
な経営メンバーに行ったヒアリングの内容を
紹介したい。

陳郁秀理事長は画家を父
に持ち，自らはピアニスト，
2人の娘も演奏家という，
文化・芸術界の著名人で，
今は亡き夫が民進党の国会
議員だったことから民進党
系とされるが，国民党から

もある程度受け入れられる中庸さを保った人
物である。2000～2004年にかけて行政院の文
化建設委員会主任委員を務めた際は，ドキュ
メンタリー制作の人材育成など，台湾文化の
主体性確立のため尽力してきた。

陳氏は公共テレビ理事長としての抱負に
ついて，まずNHKの大河ドラマにならった
歴史ドラマの制作を挙げ，『悲情城市』や『黒
衣の刺客』などの作品で有名な映画監督の
侯
こうこうけん

孝賢氏に対し，既に話を持ちかけているこ
とを明らかにした。歴史ドラマは制作コスト

が高額になるのが問題だが，陳氏は政府から
の交付金の増額を要求するだけでなく，企業
の賛助金などを募る活動を強化することで対
応したいと述べた。陳氏は経済界や文化界で
の人脈が豊富で，文化部もその募金活動の手
腕に期待を示している。

また，陳氏は公共テレビの改革について，「新
しい発想が必要」と述べ，公共テレビで放送
した番組を，商業局に販売する計画を明らか
にし，視聴率の高さで定評のある商業局の民
視テレビとの間で，2017年 1月に合意書に調
印する予定だと述べた（1月に調印済み）。こ
れについて陳氏は，「公共テレビの番組は質
が高く，アジアテレビ祭でも賞を取っている
が，こうした事実をほとんどの人は知らない」
と述べ，公共テレビの認知度を高めるために
さまざまな努力をしていく方針を示した。

陳氏は公共放送グループの一員である中華
テレビの理事長も兼任することになったが，
中華テレビについては，2017年 2月に地上デ
ジタル放送で国会中継のチャンネルを立ち上
げることを明らかにした。これまでHDで放
送してきた娯楽チャンネル1チャンネルに代
えて，SD（標準画質）2チャンネルで国会中
継を行うという。この措置には，今後の公共
テレビ法改正に向けた国会対策の側面もあり
そうだ。また，東南アジアの国々と協力し，
中華テレビで4～5分の「ミニ映画」のコンテ
ストを行う計画についても述べ，資金は募金
で賄う意向を示した。そして中華テレビの赤
字が続いている問題については，中華テレビ
の所有する遊休地でのホテル建設という，前
期の理事会が提起した副次収入増加案を退け，
中華テレビを公共的責任のあるテレビ局とす
るため，現在毎年 3 億元（約11億円）の赤字

公共テレビ 中華テレビ
陳 郁秀理事長
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が出ている中華テレビに対し，同額の政府交
付金を支給すべきだと主張した。

陳氏は，台湾の公共放送充実のため，政府
に予算の増額を要求すると共に，自らも先頭
に立って番組販売や募金活動を行うというの
が基本的立場と言えよう。

公共テレビの社長は，理事長が推薦する候
補者について理事会が審査し，理事の3 分の
2以上の賛成を得た人物が選出される。今回
の社長選考では，最初に陳理事長の提案した
候補者が2人とも否決されるというハプニン
グがあった。関係者によると，陳理事長が公
共テレビの運営を理事長主導で行うため，候
補者の名前を事前に理事に知らせず選考日当
日に初めて示したことから，一部の理事が不
満を抱いたのが原因だという。その後，2 回

目の選考で候補に挙げら
れたのが現社長の曹文傑
氏だった。曹社長は，陳
理事長から打診を受けた
際は，すぐ同意したと話
す。彼女は1992 年に公共
テレビ設立準備委員会に

メンバーとして参加し，3 年半ほどドキュメ
ンタリー制作の企画・撮影などに関わる仕事
をしており，元々公共テレビには一定の親近
感があった。その後は小さなスタジオでド
キュメンタリーを制作していたが，公共テレ
ビで質の高い番組を作りたいと思ったという。
2016年12月に社長職に就いてからは，陳理
事長の意向に沿って，政府交付金増額などの
ための公共テレビ法改正に向けた議員へのロ
ビー活動に尽力しているが，曹氏は「議員た
ちはみな公共テレビに関心があり，法改正を
支持してくれる」と述べた。一方で，台湾の

メディアがこの件にあまり関心がないことを
憂慮していて，できれば2017年7月からの立
法院の会期で法改正を議論してほしいと要望
した。

個別の課題については，番組の放送から7
日以内はネット上で無料視聴が可能な「公視
＋7」のサービスの認知度を高めることや，編
成において初回放送（再放送でないもの）の
比率がNCC（国家通信放送委員会）の求める
数字を下回っている現状の改善策として，過
去に放送された質の高い番組に解説をつけて
放送するといった工夫を考えていると述べた。

羅慧雯理事は世新大学
コミュニケーション管理学
科の助理教授で，京都大
学の博士号を取得した日本
通のメディア研究者である。
彼女もかつて公共テレビで
研究員を務めていた経験

があり，公共放送の充実に積極的な考えを持っ
ている。羅氏は理事としての抱負に以下の3
点を挙げた。
① 海外に台湾を知らせる
② Facebookなど，ネットメディアへの展開

を強化する
③ 深掘りしたニュース報道を充実する

このうち①については，現在，公共放送グ
ループに加入している宏観チャンネル（テレ
ビ国際放送）が担当しているが，羅氏は，宏
観チャンネルを管轄する行政部局が海外華僑
へのサービスを行う行政院の僑務委員会であ
り，予算も僑務委員会から支出されているこ
とを問題視する。つまり，現在の台湾のテレ
ビ国際放送が想定している視聴者は，外国人
ではなく海外華僑なのである。「海外に台湾

公共テレビ
曹 文傑社長

公共テレビ
羅 慧雯理事
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を知らせる」という目的を達するには，僑務
委員会による口出しは妨げになるとして，羅
氏は宏観チャンネルへの交付金を公共テレビ
のように行政院本体の予算から支出すべきだ
とした。また，現在の宏観チャンネルの年間
予算は1億元（約 3 億 6,000万円）程度しかな
く，衛星伝送費用を支払うとあまりコンテン
ツの予算が残らないと指摘し，今後は特にネッ
トでの発信を強化すべきだと述べた。

一方，ラジオの国際放送については，「現
在放送を行っている中央ラジオを公共放送グ
ループに加入させたいが，組織が大きいので
融合に時間がかかる面もある」と述べ，今後
さらに検討を進める考えを示した。

②や③に関しては，財源の確保が重要にな
るとした上で，台湾の物価が上がっている中
で公共テレビへの政府交付金が長期にわたっ
て9億元に据え置かれているのは不合理だと
して，公共テレビ法の早期の改正を主張する
と共に，陳理事長の募金活動を推進する手腕
にも強い期待を表明した。

また羅氏は，陳理事長が推進する歴史ド
ラマ制作について「大変良いこと。2017年は
228事件 10）から70年だが，こうした歴史を振
り返り，台湾の共同体意識を高めていくこと
は重要だ」と評価した。

さらに羅氏は，現在の公共テレビ理事の選
考のあり方にも改善の余地があると指摘した。
現在の理事の定員は17～21人だが，これだけ
の人数を選ぶのも大変だし，理事会運営の効
率が悪いと羅氏は考えている。選出に際して
審査委員の4分の3の賛成を要する点につい
ても，「厳しすぎる。否決されるとメンツが
つぶれると思って，候補に推薦されるのを断
る人が出てきて，理事をなかなか選べない」

と述べ，今後は3分の2の賛成で選出できる
ようにすべきと主張した。
　 馮

　 ひょう

小
しょう  ひ　

非理事は，「農業」と「食品安全」の
分野に特化したネットメディア「上下游」の

共同創設者である11）。彼女
は自らが公共テレビの理事
に選出されたことについて，
鄭文化部長が公共テレビの
私物化を図らず，多くのメ
ディア人を理事候補に推薦
したのは良いことと評価し

た。その上で，「公共テレビの主役はあくま
で従業員」と述べ，公共テレビ内部の自主性
を重んじる立場を示した。

公共テレビの改革に関して馮氏は，現在の
ニュースが総合チャンネルで1日数回しか放
送されていないことを指摘し，商業局よりも
質の高いニュースチャンネルを作りたい 12）と
述べた。また現在の公共テレビのニュースは，
視聴率が0.5％くらいで，他の商業局より高
い面があるものの，ニュースの作りが保守的
で，争いのあることを取り上げない面がある
のが問題だとの考えを示した。

また公共放送グループの構成については，
中央ラジオを加入させるなど，規模拡大の方
向で検討していることを明らかにした。

Ⅱー4　公共放送拡大に対する各界の意見

次に，文化部が推進する公共放送拡大の方
針に対する，商業局や政党関係者，メディア
研究者など各界の意見を紹介したい。なお，
公共放送拡大には，

・公共テレビ本体への政府交付金拡大
・公共放送グループの構成員拡大

の2つの側面があり，関係者の回答はこの2

公共テレビ
馮 小非理事
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つを必ずしも厳密に区別していないが，可能
な限り区別して記述することとする。

Ⅱ−4−1　商業局

衛星ラジオテレビ事業商業同業公会は，台
湾のケーブルテレビ向けチャンネル事業者で
構成する同業者団体で，三立・東森・年代・

八大・TVBS・大愛など台
湾の事業者に加え，Fox・
Disney・HBOなど海外の
事業者も含まれている。陳

ちん

依
い

玫
ばい

事務局長は台湾のテレ
ビ広告市場が小さいことを
強調した上で，公共放送の
あり方について「広告を取

らず，良い番組を作る強いテレビ局で，かつ
規模は大きくないことが重要だ」と述べ，グ
ループの一員である中華テレビも広告を取る
ことをやめ，運営財源として受信料制度を導
入することを提案した。また，今の公共テレ
ビの問題について，番組の放送権を制作会社
から購入しているだけで，コンテンツをマル
チ展開するための知財権を持っていないこと
が商業局に及ばない点だと指摘した。

Ⅱ−4−2　政党関係者（国会議員）

民進党の管
かん

碧
へきれい

玲議員は公共政策の専門家
で，大学で教員を務めた後，南部の高雄市政

府で新聞處長（広報部長）
や文化局長を歴任，2005年
からは民進党の国会議員を
務めている。管氏は現在の
商業局のチャンネルについ
て，宗教チャンネルや株式
チャンネル，占いチャンネ

ルなどが多すぎ，ニュースも深みがなく煽情
的で人権を無視していると，かなり厳しい評
価をしている。従ってこうした状態を改善す
るために公共放送メディアの重要性を認識し
ており，もっと資源を投入して発展させるべ
きとの考えを持っている。ただ，現在年間 9
億元である公共テレビへの政府交付金を増や
すかどうかについては，「何をするかによる。
良いことをするのなら，20億元でもよい」と
述べ，拡大の具体的な中身を重視する意向を

示した。
　国民党の陳

ちんがくせい

学聖議員はか
つて中国時報記者を務め，
党内ではリベラル派に属し
ている。陳氏はかつて公共
テレビをめぐる与野党の抗
争があった事実を踏まえた

上で，今回の鄭文化部長が提示した公共テレ
ビ理事候補のリストは，イデオロギー色を抑
え同局の公共性・専門性を尊重したものだっ
たと高く評価した。一方で公共テレビの規模
については，「メディア間の競争が厳しい中，
政府の資金で商業局と競争するのはよくない。
今の規模がちょうどよく，大きくなることは
できない」と述べ，規模拡大には反対する意
向を示した。ただ，中華テレビに関しては，
公共放送グループ内の「公共性のある商業局」
として一定の制約を受ける前提で，政府が今
の赤字を補てんするため年3億元の交付金を
支出しても構わないと述べた。

時代力量は，2014年に中国とのサービス貿
易協定の批准に反対する学生たちが立法院を
占拠した「ひまわり学生運動」を契機として，
2015年 1月に新たに設立された政党で，1年
後の立法院選挙でいきなり5議席を獲得して

衛星ラジオテレビ
事業商業同業公会

（STBA）
陳 依玫事務局長

民進党
管 碧玲議員

国民党
陳 学聖議員
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民進党・国民党に次ぐ第三党に躍進した新興
勢力である。この政党の党首を務める黄

こう

国
こく

昌
しょう

議員は，台湾大学在学時に
学生会会長を務めるなど若
い時から社会運動に積極的
で，アメリカのコーネル大
学で博士号を取得した後，
2006 年から総統府直属の
学術研究機構である中央

研究院の法律研究所に勤めていた。彼の名前
を一躍有名にしたのは，食品事業者の旺旺グ
ループが，中国時報グループに続いてケーブ
ルテレビ大手の中嘉網路や大手紙のりんご日
報などを相次いで買収しようとした際，「反
メディア集中」を掲げて買収に反対した市民
運動である 13）。

黄氏は，財閥のメディア支配に反対してき
たこともあり，企業・財閥の影響から独立し
た公共メディアの強化に賛成の立場で，公共
テレビをはじめとする公共放送グループへの
交付金拡大に前向きである。また，ケーブル
事業者の利益の一部をもとに基金を作り，公
共メディアに交付するといった政策も主張し
ている。ただし黄氏はその前提として，いか
なる政党が与党であっても公共メディアがそ
の影響から独立していることを挙げ，現在公
共テレビの理事候補者のリストを行政院が
作成し，その承認に立法院が関与しているこ
とには「政治色が強い」として批判的である。
さらに公共放送グループの一員である中華テ
レビについては，現在の運営状態が悪いので，
今後は公共放送グループに残って公共テレビ
と一体化するか，民営化の二者択一であると
述べた上で，可能であれば公共テレビとの一
体化が望ましいとの見方を示した。

Ⅱ−4−3　メディア研究者

　馮
ひょう

建
けんさん

三氏は，政治大学報道学科の大学院を
卒業後，イギリスのレスター大学で博士号を

取得し，1995年から政治
大学教授を務めている台
湾のメディア研究の第一
人者である。1990年代以
降，台湾で公共放送のテ
レビ局を開設・発展させ
る市民運動に長く取り組

み，今は公共放送グループの構成員を拡大し，
グループ全体で100億元（約360億円）の政府
交付金を交付するよう主張している14）。馮氏
は，現在の文化部が進める公共放送拡充政策
について，「我々の期待には遠いが，前向き
ではある」と一定の評価をする。

その一方，新理事長が募金活動による収入
確保を強調していることについては，
・さほど多くの寄付は期待できない
・他の団体の募金活動に影響する
・理事長が代わると寄付が集まらなくなるお

それがある
の3点を指摘し，「上手なやり方とは言えない」
と批判した。そして原住民チャンネルや中央
ラジオなどを公共放送グループに加入させ，
大規模化による経済効率の向上を目指すべき
だとした。

新台湾国策シンクタンク
の盧

ろ

世
せい

祥
しょう

顧問は，聯合報
や聯合報系の世界日報（ア
メリカで発行）の記者，経
済日報の編集長・副社長
などを歴任した後，2002年
からメディア報道の問題を
検証するNGO「新聞公害

時代力量
黄 国昌議員

馮 建三
政治大学教授

新台湾国策
シンクタンク
盧 世祥顧問
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防治基金会」を設立，主に新聞報道について，
ニュースソース・確認作業・バランス・タイ
トル等の編集・間違えた場合の訂正といった
点に問題がないかを検証し，定期的に報告書
を発表してきた。盧氏は公共放送のあるべき
姿について，経営効率のためには「小さくて
美しい」のが良いと考えている。

従って，公共放送グループの一員である中
華テレビについても，広告収入に依存し公共
テレビと性質が異なるのに同じ人物が理事長
を兼任するのは良くないとして，かつて同じ
政府系テレビ局だった台湾テレビと同様に，
完全民営化するのが望ましいと述べた。

全体として，商業局は公共放送の規模拡大
に反対，政党は民進党と時代力量が積極的な
のに対し国民党は慎重，メディア研究者は見
方が分かれるといった状況にあると言えよう。
特に，公共放送グループの拡大について，馮
氏がグループ経営による効率の向上を強調し
たのに対し，盧氏は官僚主義による効率の低
下を懸念するという，正反対の見方をしてい
たのが注目された。

Ⅲ　まとめ

民進党の蔡英文新政権のメディア政策を，
まず「公共放送の充実」にスポットを当てて
見てきた。公共テレビの役員人事などから，
政権がこの課題に積極的に取り組んでいるこ
とがうかがわれ，与党の民進党や与党に近い
時代力量も肯定的な目を向けていることが分
かった。一方で，商業局が公共放送の拡大に
反対の立場であるほか，国民党やメディア研
究者の一部も公共放送は「小さくて美しい」
状態がベストとの見方を示しており，公共放

送の充実が幅広いコンセンサスを得たとまで
は言えないのも事実である。今後は，公共放
送グループの構成をどうするか，公共テレビ
に対する年間 9億元の政府交付金をどこまで
増やせるかが議論の焦点となる。蔡英文政権
発足後の取り組みでは，4K化などのプロジェ
クト方式で公共テレビに特別予算をつけてき
たが，公共テレビ関係者によると，このやり
方には限界もある。特別予算は1回限りで，
プロジェクトが終われば資金は来なくなるた
め，優秀な人材を正規の職員として雇うこと
が難しい。また，特別予算の方式は，その都
度政府が支出の可否を決められるので，政府
による介入が行われやすくなるとの指摘もあ
る。従って，公共放送の充実には，使途を特
定せず公共テレビの自主性にゆだねる安定的
な政府交付金の増加が必要なのだが，蔡英文
政権は現在，年金改革や同性婚の合法化と
いった台湾における関心度の高い懸案をいく
つも抱えており，公共テレビ法改正案がいつ
国会に提出されて議論されるのか，見通しが
立っていないことが最大の問題と思われる。

蔡英文政権による「メディアの公共性重視」
の諸改革，次回は「財閥のメディア支配排除」
の取り組みについて報告したい。

  （やまだ けんいち）
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注：
1） NCC（国家通信放送委員会）の以下のサイトを

参照。
http://www.ncc.gov.tw/chinese/files/16121/
2028_36741_161219_1.pdf　

2） 台湾と中国の間で合意された「サービス貿易協
定」について，台湾の零細事業者に対する影響
が大きいなどとする反対の声が強まる中，2014 年
3月，与党国民党が立法院での批准を強行したこ
とから，再審議を求める学生らが立法院を占拠
する実力行使に踏み切り，立法院長（国会議長）
から「慎重な審議」の約束を取りつけて撤退す
るまで 3 週間にわたって占拠を続けた運動。

3） 4番目の地上テレビ局は，当時野党だった民進党
に近い民間全民テレビ（現在の民視テレビ）で，
1997 年に開局した。

4） 公共テレビ法の全文に関しては，
http://info.pts.org.tw/intro/ptvlaw.html 参照。

5） http://gba.tavis.tw/51st/list_tv_105.html 参照。
6） 詳細は拙稿「新政権の“圧力”に揺れる台湾の

公共放送」（『放送研究と調査』2009年 4月号），
および「揺らぐ公共放送の政治的独立」（同 2011
年 6月号）参照。

7） 台湾の政治勢力は，戦後中国本土から蔣介石と
共に台湾に渡ってきた「外省人」を中心とする，
中国人意識が強い「藍軍」と，それ以前に主に福
建省から台湾に渡ってきた「本省人」を中心とす
る，台湾人意識が強い「緑軍」の 2 つに大別され，
藍軍には国民党を中心に，新党・親民党などが
あり，緑軍には民進党を中心に，台湾団結連盟
などがある。新興政党の時代力量は，双方に対
して批判的な面があるが，台湾人意識が非常に
強いという点で，やや「緑軍」に近い。

8） 詳細は拙稿「「台湾公共テレビ」の挑戦」（『放送
研究と調査』2002 年 11月号）参照。

9） 詳細は拙稿「公共放送拡大に向かう台湾」（『放
送研究と調査』2007年 6月号）参照。なお，中
華テレビは公共化したとはいえ，財源を広告に依
存する状態が変わらず，一部広告規制が強化さ
れたにもかかわらず政府交付金がいっこうに支
給されないことから，毎年約3 億元（約 11 億円）
の赤字を計上し続けている。また，客家・原住
民・宏観の各チャンネルは，それぞれ行政院の
客家委員会，原住民族委員会，僑務委員会から

毎年交付される予算で運営しており，公共テレビ
と設備などの共有はあっても運営面では比較的
独立性が強く，原住民チャンネルはその後グルー
プを離脱した。

 10） 1947年 2月，台湾に進駐してまもない国民党の
支配下にあった台湾では，急速なインフレで市民
の生活の悪化が進んでいたが，物売りの老女が
官憲に殴打された事件を機に台湾人の政権に対
する怒りが爆発，民衆が一斉に蜂起して自治を
要求した。当時の国民党の陳儀政権は，譲歩を
約束する一方で中国本土に援軍を要請，援軍が
到着すると運動の指導者らに対する大規模な殺
戮を開始し，合わせて 2 ～ 3万人が殺害されたと
推計されている。

 11） 詳細は拙稿「“百花繚乱”香港・台湾のネットメ
ディア（下）」（『放送研究と調査』2015 年 10月号）
参照。

 12） 台湾では，24 時間ニュースチャンネルを持つ商
業局が，民視・三立・東森・TVBS・中天・壹テ
レビ・年代・非凡など乱立しているが，いずれも
道路上の監視カメラに映った事故の映像など「絵
になる」ニュース中心の作りで，視聴率が低いと
される国際・文化・教育などのニュースは少なく，
その質が問題視されている。

 13） 詳細は拙稿「中国への「配慮」強まる台湾・香
港メディア（上）」（『放送研究と調査』2013 年 5
月号）参照。

 14） 詳細は拙稿「シリーズ 公共放送インタビュー
Part Ⅱ 【第 3 回】 台湾」（『放送研究と調査 』
2015 年 11月号）参照。


